
 

新型コロナウィルスに職員が感染した場合の業務体制 

 

１ 職場内で感染者が発生した場合 

（１） 職場の閉鎖 

発生日の翌日から２日間、当該所属を閉鎖し、３日目から１４日目までは、（３）の新

型インフルエンザ等業務継続計画に基づく業務体制とする。 

※戸籍住民課などの窓口職場は、さらに３～４日目の間は仮設窓口を設置 

 

（２） 職員の業務体制及び休暇等 

・罹患者    ･･･ 非常災害時の特別休暇（大津市職員の勤務時間、休暇等に関す

る条例施行規則第 13条第 1項第 2号） 

・濃厚接触者  ･･･ 発生の翌日から２日間の自宅待機命令。濃厚接触者としての指

定を受けた場合は、罹患者との最終接触日から１４日目まで自

宅待機命令とする。 

・その他の職員 ･･･ 発生の翌日から２日間の自宅待機命令。濃厚接触者としての指

定を受けなかった場合は、３日目から通常勤務。 

 

※ 職員が罹患者の疑いまたは濃厚接触者とされ、ＰＣＲ検査を受検する予定の場合も

上記に準じて対応する。 

 

（３） 業務体制の確保（２日間の閉鎖期間中） 

・２日間の閉鎖期間中に保健所による濃厚接触者の確定 

・２日間の閉鎖期間中に新型インフルエンザ等業務継続計画に基づき、優先すべき業務

を選定し、次のとおり応援体制を組み、３日目から業務を再開する。 

 

ア 課内の人員で継続できる場合  

業務継続計画のＡ・Ｂに該当する業務を行う。 

イ 課内の人員では継続できず、部局内の人員で継続できる場合 

部局内で出勤できる職員を特定し、業務継続計画のＡに該当する業務を行う。 

ウ 部局内の人員で継続できない場合 

必要になる人員を速やかに総務部長に報告し、業務継続計画のＡに該当する

業務を行う。 

 

総務部長は、優先業務に応じた職員を特定し、応援体制を組む。 

なお、各部局長及び所属長は、優先業務を最優先として、職員の派遣に協力する。 

 

（４） 職場の消毒 

・委託業者により実施 

・職員が実施する場合は、消毒液による清拭を行う。消毒液、手袋等は職員支援室で配

備しているものを使用 



２ 職場内でクラスター（感染者集団）が発生した場合 

（１） 職場の閉鎖 

ア 本庁 

クラスターが発生した別紙エリア又は施設を２日間閉鎖し、３～１４日目までは必

要最小限の業務を遂行する。 

イ 出先機関 

施設全体を２日間閉鎖（ライフラインの施設は除く。） 

 

（２） 職員の業務体制及び休暇等 

１（２）と同様 

 

（３） 業務体制の確保 

１（３）と同様 

 

ただし、市民生活に重大な影響を及ぼす業務については、２日間の閉鎖期間中におい

ても、仮設事務所を設置し、以下の体制で対応する。 

 

① 濃厚接触者でないことが確定している職員 

② 当該所属の経験者などの他課からの応援職員 

③ 濃厚接触者かどうか未確定の職員は在宅勤務で対応 

（自宅待機する前にテレワーク端末の受け渡しが必要） 

 

（４） 職場の消毒 

 委託業者により実施 

 

上記業務体制は、職員が新型コロナウィルスに感染した場合の行動指針を示したものであ

るが、想定していないケースや指針と現状に乖離があった場合は、臨機応変に対応するも

のとする。 

 

 

３ 新型コロナウィルス感染拡大防止対策のため休校・休館等する場合 

（１） 職員の業務体制（正規職員の場合） 

所属内の業務の他、部局、職種を超えて柔軟に応援・協力体制をとる。 

 

（２）職員の業務体制及び休暇等（会計年度任用職員の場合） 

① 所属内で平常時にできていない他の業務を行う。 

② 所属外で分担できる他の業務を提案する。（可能な限り提案） 

③ ②の提案に対して職員の同意を得られなければ、６０％の休業手当を支給する。 

④ 休業期間中であっても、年休の取得や非常災害時の特別休暇などの対象となれば、取

得することができることとする。 

 



閉鎖エリア

施設 フロア エリア 部局等

本館 1階 戸籍住民課

東側 保険年金課、税３課

東側 自治協働課

西側 障害福祉課

西側 出納室

2階 東側 政策調整部、総務部

西側 福祉子ども部、健康保険部

3階 東側 議会局

西側 都市計画部

4階 西側 建設部

5階 西側 契約検査課

新館 1階 料金収納課

通信指令課

2階 消防局

危機防災対策課

3階 環境部

4階 東側 企業局

西側 企業局

5階 東側 企業局

西側 企業局

6階 企業局

選挙管理委員会

農業委員会

監査委員事務局

7階 市政情報課

福祉指導監査課

子ども家庭課

別館 1階 東側 中消防署

西側 環境部、児童クラブ課、衛生課分室

2階 東側 市民部、コンプラ

西側 教育委員会、総務部

3階

第2別館 情報システム課

※国から派遣されるクラスター対策班の指導により、閉鎖エリアは拡大する場合
がある。



職場内で罹患者が発生した場合　（案） R2.4.9

区分 発生日 1日目 2日目 3日目 4日目 5日目 6日目 7日目 8日目 9日目 10日目 11日目 12日目 13日目 14日目 15日目

業務体制
パターンⅠ

戸籍住民課等の窓口職場

業務体制
パターンⅡ

共　通

平
常
時
の
業
務
体
制
へ

閉鎖・自宅待機 仮設窓口の設置 

濃厚接触者の指定 

人員体制の確保 

人員体制の確保 

罹患者・濃厚接触者以外の職員、応援職員による人員体制 

業務継続計画に基づく業務体制 

第一報 

（プレス発表） 

順次情報発表 

職場の消毒 

閉鎖・自宅待機 

罹患者・濃厚接触者以外の職員、応援職員による人員体制 

業務継続計画に基づく業務体制 


